
計 - -

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

- - -

- - -

- -

費　目

- - -

- - -

- - -

-

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

- - -

-

(                 ) （　　　　　　　）

21 11

単位当たり
コスト

　277,476（円／㎡）

算出根拠

　総事業費/総面積

　未整備施設の整備工事実施
活動実績

（当初見込
み）

庁
23

84.2%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

　整備工事の完成（全体完成）
 （整備済庁数／登記所施設庁数） 成果実績 庁 7 13 9 -

％ 72.7% 64.2%達成度

89.9%

20年度 21年度成果指標 単位

執行額 7,547 8,212 8,914

執行率（％） 100.0% 98.4%

-                         

0 0 -                          

-                          

8,342 9,916

-                         

補正予算 0

3,958

計 7,548

5,958 -                          

-                          

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 8,514 11,071

繰越し等 △ 966 △ 2,729

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　登記所の施設整備を図り，国民の経済活動や社会活動に不可欠である財産上の権利を適切に保全することを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　登記所は461庁の施設を保有しているところ，国土交通省の基準（耐用年数の経過した建物や著しく狭あいな建物等）により建て
替える必要があるとされている登記所は73庁である。このうち，老朽化が著しい庁舎，耐震性の問題がある庁舎，統合受入等によ
る狭あいな庁舎，修繕が必要な庁舎等について，建て替え，増改築，模様替え，耐震改修，修繕等の手法により整備する。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

総務課長
小野瀬　厚

会計区分
一般会計

（平成２２年度までは登記特別会計）
施策名

Ⅶ－１４
法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

事業開始・
終了(予定）年度 平成２２年度　 担当課室 総務課

事業番号 0027
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者事業名 登記所の施設整備 担当部局庁 民事局
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上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

－ 　－

予算監視・効率化チームの所見

－

　0012参照
　本事業については，登記特別会計が平成22年度末をもって一般会計に統合廃止されたことに伴い，0012に統合

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　法務本省で契約している案件については，支出先と締結した契約に基づき契約金額・内容等を確認し，工事の完成検査時等において契約
の履行状況を把握しており，また，国土交通省への支出委任及び地方で契約している案件については，報告書等により契約金額・履行状況
等を把握していることから，事業目的の実現や効果の発揮の観点から検証を行うために十分な水準となっている。国民の財産上の権利を適
切に保全しつつ，利用者の利便性にも配慮して登記所としての施設機能を確保することを大前提に，計画手法，設計手法及び調達方法の
見直しなどによりコスト縮減に取り組んでいるところ，今後も引き続き，所要の機能・品質を維持した上で，一層のコスト縮減が可能になるか
を検討していく。
　また，登記特別会計については，平成23年度をもって一般会計に統合されたことから，今後は，一般会計の中で必要性や妥当性などを検
討し，予算要求に反映させていく。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

-

-

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

施設整備に係る土地の購入

施設整備事業に必要な本省契約，地方整備
局等支出委任及び地方配分

施設整備のための旅費

施設整備のための旅費

施設の新営・改修等の整備及び
施設整備に必要な物品購入等

施設の新営・改修等の整備及び
施設整備に必要な物品購入等

施設の新営・改修等の整備及び
施設整備に必要な物品購入等

ＰＦＩ事業

J.仙台市ほか

275百万円

【不動産の購入】

F.㈱苫小牧法務総合庁舎ＰＦＩ

27百万円

【不動産の購入】

12百万円

【一般競争契約・随意契約】

H.㈱大森工務店ほか

法　務　省

8,914百万円

【旅費の支給】

I.職員

【本省から支出委任】

C.地方整備局等(10機関)

5,268百万円

【本省から予算配分】

287百万円

【旅費の支給】

E.職員

6百万円

5,235百万円

施設整備のための旅費

574百万円

【一般競争契約・随意契約】

A.㈱錢高組東北支店ほか

3,068百万円

G.地方支分部局(49機関)

【旅費の支給】

B.職員

4百万円

【一般競争契約・随意契約】

D.鹿島建設㈱ほか

（注）端数処理の関係から，一部整合しない場合がある。また，他頁の表とも，端数処理の関係から一部整合しない場合があ
る。
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計 492 計 59

施設の改修工事 59施設整備費 施設の建替え（建築） 492 施設整備費

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5,268 計 574

会計機関への予算配分 5,268 会計機関への予算配分 574

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 27

使　途
金　額

(百万円）

旅費 施設整備に係る旅費 0 不動産購入費

1,100 計

ＰＦＩ事業 27

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

使　途
金　額

(百万円）

施設整備に係る旅費 0施設整備費 施設の建替え（建築） 1,100 旅費

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
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0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0計 0 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 158 計

使　途
金　額

(百万円）

不動産購入費土地の購入 158

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0

Ｊ.

計 0 計

金　額
(百万円）

旅費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ｉ.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

施設整備に係る旅費 0
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支出先上位１０者リスト
A.

Ｄ

Ｈ

3 94.1%

9 99.1%

6 51.6%

10
朝野工業(株)（一般競争
入札）

富山地方法務局魚津支局１階男子トイレ改修工事 7

8
(株)ミナミ商事（一般競争
入札・随意契約）

9
(株)エヌエスケイ（一般競
争入札）

新潟地方法務局戸籍課・供託課及び法人登記部門事務室模様替工事
新潟地方法務局村上支局ほか１庁登記事務室間仕切り設置ほか工事

9
（７）

福岡法務局西新出張所固定式書架設置経費
福岡法務局朝倉支局及び粕屋出張所模様替工事

9
（７）

2 98.5%

3 98.4%

7
(株)原田総合計画（一般
競争入札）

静岡地方法務局下田支局ほか６庁登記事務室間仕切り等工事 10

6
(株)サカエ塗装（一般競
争入札）

横浜地方法務局栄出張所外壁等改修工事 11

2 75.9%

4
(株)イシフォー（随意契
約）

5
(株)太陽商工（一般競争
入札）

名古屋法務局本局移動式書架設置経費 12

新潟地方法務局新発田支局移動式書架設置経費 14

6 71.3%

2 56.3%

随意契約 -

3
(株)カイショー（一般競争
入札）

横浜地方法務局栄出張所模様替工事 19

2
宮城相扶(株)（一般競争
入札）

仙台法務局本局仮庁舎原状回復工事 19

入札者数 落札率

1
(株)大森工務店（一般競
争入札）

奈良地方法務局分室外壁等改修工事 59 8 71.3%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

横浜地方法務局小田原支局建築工事 158 7 89.0%

1
鹿島建設（株）（一般競争
入札）

10
大旺新洋（株）（一般競争
入札）

8 86.0%

9
丸谷興務店（株）（一般競
争入札）

盛岡地方法務局水沢法務支局増築建築工事 166 4 87.4%

8
（株）武藤組（一般競争入
札）

熊本地方法務局大津法務出張所建築工事 180

9 85.9%

6
日本国土開発（株）（一般
競争入札）

7
河本工業（株）（一般競争
入札）

宇都宮地方法務局足利法務支局建築工事 208

東広島法務総合庁舎建築工事 209

13 90.4%

4 98.0%

13 86.9%

5
若築建設（株）（一般競争
入札）

鹿児島地方法務局奄美法務支局建築工事 224

4
岐建（株）（一般競争入
札）

富士法務総合庁舎建築工事 247

8 87.4%

3
東亜建設工業（株）（一般
競争入札）

仙台法務局石巻法務支局建築工事 287 16 89.0%

2
東洋建設（株）（一般競争
入札）

水戸地方法務局下妻法務支局建築工事 353

高知地方法務局建築工事 492 14 90.4%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約 -

6 86.2%

10
㈱綜企画設計
（随意契約）

9
（株）伊藤喜三郎建築研
究所（指名競争）

さいたま第２法務総合庁舎新営工事監理業務 17

仙台第３法務総合庁舎新営工事第２期監理業務 11

8
三建設備工業（株）東北
支店（一般競争入札）

郡山第２法務総合庁舎新営（機械設備）工事 31

24 72.5%

7
㈱関電工（一般競争入
札）

郡山第２法務総合庁舎新営（電気設備）工事 34

13 72.3%

14 72.9%

7 54.5%

6
大豊建設（株）東北支店
（一般競争入札）

5
三建設備工業（株）（一般
競争入札）

さいたま第２法務総合庁舎新営（機械設備）工事 199

郡山第２法務総合庁舎新営（建築）工事 106

4
高砂熱学工業（株）東北
支店（一般競争入札）

仙台第３法務総合庁舎新営（機械設備）工事 265

9 79.0%

3
栗原工業（株）東京本店
（一般競争入札）

さいたま第２法務総合庁舎新営（電気設備）工事
仙台第３法務総合庁舎新営（電気設備）工事

604
（345）

4 56.4%

10 63.7%

16 68.1%

2
（株）奥村組（一般競争入
札）

1
㈱錢高組東北支店（一般
競争入札）

仙台第３法務総合庁舎新営（建築）工事 1,100

さいたま第２法務総合庁舎新営（建築）工事 701

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率
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Ｊ

※支出額の括弧書き，入札者数及び落札率については，支出先との契約が複数ある場合，契約金額が最も大きいものについて記載している。

随意契約 -

3 南丹市

4 足利市 宇都宮地方法務局足利支局の土地購入 1

京都地方法務局園部支局の土地購入 38

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

2 秋田県 秋田地方法務局大曲支局の土地購入 68

1
石巻蛇田中央土地区画
整理組合

仙台法務局石巻支局の土地購入 158

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）
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